平成２９年度研究課題
　本研究所は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法(平成11年法律第165号)及び独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)により文部科学大臣が指示した中期目標に基づき、次の基本方針及び研究体系のもとで研究に取り組んでいます。
１．研究実施に当たっての基本方針
	研究所は、特別支援教育のナショナルセンターとして、インクルーシブ教育システムの構築に向けて、障害のある子供一人一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献することをミッション（使命）としているが、この実現のためには、研究所が行う様々な活動の基盤となる研究活動をより一層、推進していくことが重要である。

研究の推進に当たっては、第４期中期目標に示されたミッションを達成するためのビジョン（国の特別支援教育政策立案及び施策の推進等に寄与する研究を行い、研究成果の幅広い普及を図ること）を踏まえ、国の政策立案や施策推進に寄与する研究及び教育現場等の喫緊の課題に対応した研究に重点化して実施する必要がある。

このため、第４期中期目標期間においては、以下の研究体系に基づき、戦略的かつ組織的に研究を実施することとする。


	


　
２．研究体系

	研究区分
	研究の性格（研究期間）

	基幹研究

横断的研究

障害種別研究
	文部科学省との緊密な連携のもとに行う、国の特別支援教育政策の推進に寄与する研究

	
	横断的研究：各障害種別を通じて、国の重要な政策課題の推進に寄与する研究（原則５年間）

	
	障害種別研究：各障害種における喫緊の課題の解決に寄与する研究

（原則２年間）

※障害種別研究につなげることを目的として、事前に予備的研究を行うこともある

	地域実践研究
	インクルーシブ教育システムの構築に向けて、地域や学校が直面する課題の解決のために地域と協働で実施する研究。メインテーマの下に、数本のサブテーマを設定（原則２年間）

	その他の研究

共同研究

外部資金研究

受託研究
	共同研究：本研究所が大学や民間などの研究機関等と共同で行う研究

外部資金研究：科学研究費助成金等の外部資金を獲得して行う研究

受託研究：外部からの委託を受けて行う研究


　（ (独)国立特別支援教育総合研究所｢研究基本計画｣　平成20年8月策定、平成28年3月改訂）
以下に平成２９年度から，新たに行う２つの基幹研究の研究課題及びその概要をお示します。これらの研究について，どのような研究成果を望まれるかについてご意見がございましたらお聞かせください。なお、基幹研究は、原則２年間で、文部科学省との緊密な連携のもとに行う、国の特別支援教育政策の推進に寄与することを目指した研究です。
平成２９年度新規基幹研究の研究課題(２課題)
 （基幹研究　障害種別研究）
	研究課題
	精神疾患及び心身症のある児童生徒の教育的支援・配慮に関する研究

	研究期間
	２年（平成29年度～平成30年度）

	概要：

第３期中期目標期間においては、慢性疾患のある児童生徒を対象にした教育的ニーズと教育的配慮に関する研究、また、共同研究により、小児がんの児童生徒の教育に関する研究を実施した。一方、近年、病弱教育の対象として増加している精神疾患・心身症のある児童生徒の教育的な支援や配慮については、現時点では明確な指針もない。

そこで、今後の国の施策への反映及び現場の教育に資するために、教育現場における教育的ニーズを明確にして、特別支援学校を中心とする取組を集約することで、教育的な支援・配慮内容を明らかにする研究を推進する。予備的研究では、精神疾患及び心身症のある児童生徒の教育的なニーズについて、第３期中期目標期間でパイロット的に行った研究を深め、アセスメントシートとしても活用できる教育的ニーズを提言する。続く本研究では、教育的ニーズを踏まえた教育的支援・配慮について、特別支援学校を中心に知見を収集して分析を行う。なお、本研究では、従来の枠にとらわれず、関連する医療、保健、福祉の領域を含めた検討を行うので、学校保健との連携等を含めて、関連する領域を含めたソーシャルサポートも視野におき、教育的な支援や配慮内容も考慮した検討も行う。

研究成果として、小・中学校、高等学校を含む教育現場で活用できる「精神疾患及び心身症のある子どもの教育支援ガイドブック（仮称）」を作成するとともに、このガイドブックの有効性を実際の事例（事例集）を基に検討する。

最終的には、第３期中期目標での成果を踏まえて、小中学校、高等学校を含めた教育現場に対し、病弱教育の対象となる児童生徒の教育的ニーズと教育的配慮の提言を行う。


（基幹研究　障害種別研究）
	研究課題


	視覚障害を伴う重複障害のある児童生徒の指導に関する研究

　－特別支援学校（視覚障害）における指導を中心に－

	研究期間
	２年（平成29年度～平成30年度）

	概要：

特別支援学校（視覚障害）の指導においては、視覚障害という観点から、視機能や触覚の機能のアセスメントに基づく視覚活用、触覚活用等が重要である。特別支援学校（視覚障害）における、これらの指導の現状と課題を明らかにするとともに、必要な指導内容や指導方法が特別支援学校（視覚障害）に対して提供される必要がある。こうした研究は、特別支援学校（視覚障害）に限らず、視覚障害を伴う重複障害児童生徒が在籍する他の障害種の特別支援学校に対しても、有用な知見を提供し得るものである。

このため、本研究では、視覚障害を伴う重複障害の幼児児童生徒の特別支援学校（視覚障害）における指導上の課題を、同校対象の全国調査等により把握した上で、適切な指導内容や指導方法等を示す。研究の成果は、指導内容や方法等をまとめたリーフレットとして作成し、重複障害のある幼児児童生徒に対する指導の改善・充実に寄与する。
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